
【緊急要請】運営費交付金「評価配分」の撤回を求める署名に 

ご協力お願いします！！ 
 

運営費交付金が削減され続け、熊大の運営が非常に厳しい状況であることは、皆さんも日々実感

されていることだと思います。政府は大学の運営をさらに悪化させる方針を打ち出しました。それ

は、大学の規模に基づいて配分されていた運営費交付金の1割を、大学の研究実績や教育成果の数

値的な評価によって、配分額を決めようとするものです。このような配分では、運営費交付金が安

定的に配分されることもなく、質の高い研究や教育を継続して実践することが困難です。過剰な成

果主義は、教職員を疲弊させることはもちろんのこと、大学を衰弱化させ、教育を劣化させしまう

のです。それでも、政府は、一部の大学の発展のために、日本の教育を犠牲にしてもよいと考えて

いるのです。 

評価配分の撤回について、全国大学高専教職員組合（以下、全大教）が緊急の賛同署名・メッセ

ージの募集を開始しました。熊大教職員組合においては、熊大の危機となりうる重大なことと捉え、

緊急にこの署名に取り組むことにいたしました。 

熊大教職員としてだけではなく、国民として「評価配分」の撤回を要求し、日本の高等教育の崩

壊を阻止しなくてはなりません。この取り組みには、大学関係者かを問わず、どなたでもご署名い

ただけます。ご賛同いただけます方のご署名をお願いするとともに、この問題を学外方にもご周知

いただけますよう、ご協力をよろしくお願いいたします。 

  

右頁に、全大教の「国立大学の運営費交付金1000億円『評価配分』の撤回を求める賛同署名＆

メッセージの募集」を、一部修正し転載いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

募集の締切は１月３１日（木）です。 

 

 

#大学を壊すな 国立大学の運営費交付金1000億円「評価配分」の撤回を求
める賛同署名＆メッセージの募集（全国大学高専教職員組合） 

 

  私たち全大教は、日本の国公立の大学、高等専門学校、大学共同利用機関の労働組合の連合体で、 

現在は105の組合が参加しています。 

政府は、国立大学の基盤的経費である運営費交付金の約１割にあたる1000億円を短期的な「評 

価」に基づき配分する方針を示し、2019年1月の通常国会に提案する予定です。これは、安定的 

・中長期的な財政基盤が不可欠な国立大学の教育・研究を壊すものです。 

  私たちはこのような政策の即時撤回を求め、声明*を公表しました。これに賛同して下さる方は、 

ぜひご署名をお願い致します（大学関係者であるかどうかを問わず、どなたでもご署名頂けます）。 

  また、大学の現場の状況や、不安に思っていること、怒っていることなども、ぜひメッセージと 

してご記入下さい。 

  集まった署名とメッセージは国会、政府（財務省や文科省など）、政党、国大協（国立大学協会） 

などに提出する予定です。 

  また、メッセージは原則としてインターネット上でも公開する予定です（お名前・ご所属はイン 

ターネット上では公開しません）。 

  また、周囲の方にSNSなどでこの賛同署名・メッセージのことをお知らせ頂ければ幸いです。 

現在集まっている署名数は、全大教ツイッターで随時お知らせしています。 

 

実施主体：全国大学高専教職員組合（略称：全大教） 

〒110-0015 東京都台東区東上野6丁目1番7号 MSKビル7階 

ウェブサイト https://zendaikyo.or.jp 

お問合せフォーム https://zendaikyo.or.jp/?page_id=27 

全大教ツイッターhttps://twitter.com/zendaikyo01 

   

*声明「国立大学の運営費交付金『評価配分枠』の即時撤廃を求めます――政府・財務省は、これ以上大学を壊

すな――」は裏面に掲載しています。 
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https://twitter.com/zendaikyo01】


（緊急声明）国立大学の運営費交付金「評価配分枠」の即時撤廃を求めます 

  ――政府・財務省は、これ以上大学を壊すな―― 

 2018年12月27日  

全国大学高専教職員組合中央執行委員会 

 

本年11月20日、財務省の財政制度等審議会は「平成31年度予算の編成等に関する建議」の中で「評

価に基づいて配分する額を運営費交付金のまずは10%程度、1,000億円程度にまで拡大する」との提案を

行い（*1） 、12月21日にそのまま政府予算案として閣議決定されました。このような「評価に基づく

予算の傾斜配分」は、研究の「生産性」の名の下に国立大学の教育・研究基盤を壊すものであり、国会審

議の中で速やかに撤廃されることを求めます。 

運営費交付金は国立大学の教育研究費や人件費などの基盤的経費として国から支払われるものであり、

国立大学の自由な教育研究を支える最も大切な資金です。しかし 2004 年に国立大学が法人化されて以降、

運営費交付金は約 1,400 億円も減少しています（*2）。その結果、各地の大学では退職教員の後任が採用

できず授業を開講できない、壊れた設備が修理できない、実験に必要な道具が買えずに授業ができないな

ど、研究だけでなく教育にまで深刻な影響が生じています（*3）。とりわけ、規模の小さな地方国立大学

への打撃は深刻です。 

さらに近年、政府は運営費交付金を減らすだけでなく、「評価配分枠」の仕組みを設けました。これは、

各国立大学に配分するはずの運営費交付金から一定額を取り上げ、改革などに「実績」を挙げたと評価さ

れた国立大へ重点的に傾斜配分するという「選択と集中」の仕組みです（2018 年度は約 300 億円）。し

かしこの仕組みは大学の教育・研究をかえって阻害しています。 

 なぜなら各大学は「実績」を挙げるために短期間で達成できるような教育・研究にばかり力を入れるよ

うになるからです。そして教職員は見栄えのよい説明資料の作成に時間と労力を割かれ、教育・研究のた

めの時間が奪われています。 

 また、ひとたび「評価配分枠」で多めに交付金を受け取っても翌年はどうなるか全くわかりません。各

大学では中長期の予算の見通しがつかないため、若手研究者や事務職員の非正規雇用化が進んでいます。

したがって「評価配分枠」という傾斜配分のやり方は、中長期的な視点で計画・実施されるべき教育・研

究の基盤を破壊していきます。 

また、国立大学協会も声明等で指摘しているように（*4）、財務省が財政制度等審議会に提出した資料

では（*5） 、データの根拠が不明確であったり、データの使い方が恣意的・不適切と思われる点が複数

存在しており、審議資料としては「落第」といわざるを得ません。このような資料をもとに策定された建

議に基づく政府予算案の国立大学法人運営費交付金の「評価配分」部分は撤廃し、基盤的経費として措置

しなくてはなりません。 

このまま運営費交付金の配分にあたり「評価配分」方式が拡大していけば、地方の小規模な国立大学を

中心として、存立に関わる壊滅的な打撃を受けるでしょう。したがって、私たちは「評価配分枠」の即時

撤廃を求めます。 

 また、大学関係者の方々には、この問題を周囲の人々に伝え、自分の大学が置かれている状況をそれぞ

れの可能な方法で発信していくことを強く訴えます。 

 

【註】 

*1 そこでの評価基準としては「教育面では例えば就職率・進学率など、研究面では教員１人当たりトップ

10%論文数・若手教員比率・外部資金獲得額など」が挙げられている。財政制度等審議会「平成31年度予

算の編成等に関する建議（2018年11月20日）」本文51頁 

(https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/subof_fiscal_system/report/of_fis

cal_system/report/zaiseia301120/index.html ) 

*2 財務省は補助金や競争的資金が増えていると主張しているが、国立大学協会が指摘するように義務的経費の

増加（法定福利費の増加や消費税の増税など）を含めれば実質的には400億円以上の減額となっている。

国立大学協会会長声明「国立大学法人制度の本旨に則った運営費交付金の措置を！」の説明資料、8頁

( http://www.janu.jp/news/files/20181116-wnew-giren3.pdf) 

*3 大学現場の状況については、全大教教員部「教員の研究・教育・勤務条件改善に関するアンケートまとめ」

（2017年７月）

( http://zendaikyo.or.jp/?action=cabinet_action_main_download&block_id=216&room_id=51&cabinet_i

d=5&file_id=5382&upload_id=15044 ) 

その他に、「（特集）大学が壊れる」『週刊東洋経済』2018年2月10日号、「（連載）幻の科学技術立国」

『毎日新聞』( https://mainichi.jp/ch180409438i/幻の科学技術立国 )など 

*4 国立大学協会会長声明「国立大学法人制度の本旨に則った運営費交付金の措置を！」（2018年11月2日）

4頁以下( http://www.janu.jp/news/files/20181102-wnew-seimei.pdf )。なお、以前には文科省も財政制度等

審議会の建議（特に運営費交付金関連）に関して反論を行っている。文部科学省高等教育局「財政制度等審

議会財政制度分科会における国立大学法人運営費交付金に関する主張に対する文部科学省としての考え方」

( http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/1379230.htm?fbclid=IwAR25GOm3kfnMKiqSW4lMnpsv

fbNuQl2ffUwIQP6BmsdcDvYUJW66CWzR6U0 ) 

*5 財政制度等審議会財政制度分科会（2018年10月24日）への事務局（財務省主計局）提出資料 

( https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/subof_fiscal_system/proceedings/materi

al/zaiseia301024/01.pdf )。なお、政策研究大学院大学「大学改革シンポジウム『研究大学の再々定義』」

（2018年6月29日）における神田眞人氏（財務省主計局次長）の報告資料「大学改革のEBPM――神話を

超えて」も参照（特にスライド26頁）( http://www.grips.ac.jp/jp/news/20180713-5395/ ) 
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